
 

 

アルス株式会社 

貸 借 対 照 表 
（2022 年３月 31 日現在） 

（単位：千円） 

資 産 の 部 負 債 の 部 

科            目 金     額 科            目 金     額 

    

 流  動  資  産 540,743  流  動  負  債 118,641 

現 金 及 び 預 金 292,254 買 掛 金 23,328 

売 掛 金 128,698 未 払 金 4,746 

仕 掛 品 557 未 払 費 用 11,313 

貯 蔵 品 40 未 払 法 人 税 等 4,036 

前 渡 金 5,848 未 払 消 費 税 等 11,651 

前 払 費 用 4,642 預 り 金 2,519 

短 期 貸 付 金 100,000 前 受 収 益 22,798 

未 収 入 金 8,700 賞 与 引 当 金 35,694 

預 け 金 0 役 員 賞 与 引 当 金 2,555 

    

固  定  資  産 66,791  固  定  負  債 14,800 

有 形 固 定 資 産 11,681 長 期 未 払 金 14,800 

建 物 3,354   

工 具 器 具 備 品 8,327 負   債   合   計 133,441 

  純 資 産 の 部 

無 形 固 定 資 産 11,926   

ソ フ ト ウ ェ ア 11,926  株 主 資 本 474,093 

  資 本 金 40,000 

投 資 そ の 他 の 資 産 43,183 利 益 剰 余 金 434,093 

差 入 保 証 金 24,820   利 益 準 備 金 10,000 

繰 延 税 金 資 産 18,362   別 途 積 立 金 100,000 

    繰 越 利 益 剰 余 金 

( う ち 当 期 純 利 益 ) 

324,093 

(27,769) 

  純  資  産  合  計 474,093 

資   産   合   計 607,535 負 債 純 資 産 合 計 607,535 

 

 



 

個別注記表 
 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法  

  たな卸資産  

仕掛品、貯蔵品・・・・・・・・ 個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下

げの方法）によっております。 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法  

     有形固定資産・・・ 定率法によっております。ただし、2019 年４月 1

日以降に取得した建物附属設備については、定額法

によっております。 

     無形固定資産・・・ 定額法によっております。 

(3) 重要な引当金の計上基準  

  賞与引当金・・・・・・・・・ 従業員に対する賞与の支出に備えるため、支給見込

額に基づき当期負担額を計上しております。 

  役員賞与引当金・・・・・・・ 役員に対する賞与の支出に備えるため、支給見積額

の当期負担額を計上しております。 

(4)  収益及び費用の計上基準  

当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び

当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりでありま

す。なお、当社が代理人に該当すると判断したものについては、他の当事者が提供するサービ

スと交換に受け取る額から当該他の当事者に支払う額を控除した純額を収益として認識して

おります。 

 

① IT サービス事業 

IT サービス事業では、主にソフトウェアの設計／開発、人事／給与／ワークフロー等の

パッケージ開発／カスタマイズ／導入、業務コンサルティングを行っており、顧客との契

約形態は請負契約、準委任契約及び派遣契約に大別されます。 

請負契約は主として顧客の要求する仕様に沿ったシステムやソフトウェアを制作し顧客

に納品するものであり、当社は成果物を完成させる責任を有しております。また、準委任

契約及び派遣契約は、主としてシステムエンジニア等の専門要員の労働力を契約期間にわ

たって顧客に提供するものであり、当社は成果物を完成させる責任は有しておりません。  

ソフトウェアの準委任契約及び派遣契約並びに請負契約に関しては、財又はサービスに

対する支配が顧客に一定の期間にわたり移転する場合には、財又はサービスを顧客に移転

する履行義務を充足するにつれて、一定の期間にわたり収益を認識しております。履行義

務の充足に係る進捗度の測定は、準委任契約及び派遣契約に関しては、契約の内容に応じ

て、提供したサービスの工数や作業時間等の指標に基づいて行っており、請負契約に関し

ては、各報告期間の期末日までに発生したプロジェクト原価が、予想されるプロジェクト

原価の合計に占める割合に基づいて行っております。また、契約の初期段階において、履

行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積もることができないが、発生する費用を回収す

ることが見込まれる場合は、原価回収基準にて収益を認識しております。なお、請負契約

については、契約における取引開始日から完全に履行義務を充足すると見込まれる時点ま

での期間がごく短い場合には代替的な取扱いを適用し、一定の期間にわたり収益を認識せ

ず、完全に履行義務を充足した時点で収益を認識しております。 

 

② デジタルソリューション事業 

デジタルソリューション事業においては、主に人事／給与／ワークフロー等のパッケー

ジ開発等を支援する製品・サービスの提供を行っており、製品・ライセンスの販売及び保

守契約があります。製品・ライセンスの販売に関しては、顧客に販売した時点で収益を認

識し、製品・ライセンスの保守については、役務提供期間にわたり収益を認識しておりま

す。  

 

 

 


